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02 一岡芳樹氏ごあいさつ�

校　長 一岡　芳樹�

ご挨拶�

　奈良高専は昭和３９年に創設された

奈良県唯一の工学系の国立高等教育機

関で、今年創立４０周年を迎えます。

創設当時に比べ、社会環境も大きく変

り、高専の果たすべき役割にも大きな

変革が求められています。本年４月の

国立大学の独立行政法人化と時を同じ

くして、国立高専５５校も一つにまと

まって独立行政法人国立高等専門学校

機構として再スタートすることになり

ました。この制度改革により、国立高

専も法律的に高等教育機関として認知

され、大学、他高専、研究所、企業等

の他機関と連携して教育研究が行える

ようになります。�

　近年、国の科学技術施策では、産学

官連携、もの作り教育、地域連携など

が特に重視されるようになってきまし

た。本校でも平成１２年４月、産学交

流促進委員会を発足させ技術交流会を

設置し、地域の産業界との交流窓口と

して技術相談を積極的に行っておりま

す。昨年度は約１００件の技術相談を受

け、その中から共同研究につながるも

のも数件出てきました。本校教官の研

究内容・教育的な資源を広く紹介する

ため、奈良高専イブニングセミナーや

奈良高専フォーラムの開催、「テクノ

レター奈良高専」、「シーズ集」の刊行

などを行っています。�

　一昨年１２月には、本校の卒業生と

教官との技術交流を目的とした「パー

トナーシップフォーラム」を発足させ、

既に８回の会合を開催しました。また、

本校の産学官交流の取り組みとして、

奈良県商工労働部新産業創造課、奈良

県中小企業支援センターをはじめ、奈

良工業会、奈良県異業種交流促進協議

会、近隣の各種企業団体等とも連携し

て、技術研究会の立ち上げ、セミナー

の開催、地域企業との相互見学会など

を行っており、中小企業テクノフェア

等の各種展示会、講演会等にも積極的

に出展、参加しています。産学官連携

の質的向上を目指す全国高専テクノ

フォーラムや近畿地区高専産学官連携

活動協議会にも参加し主導的役割を果

たしております。�

　本校ではこれからも産学連携、地域

連携、特に近隣地域産業との共同研究

等を積極的に進めていく所存ですので

何卒皆様方の暖かいご支援ご協力をお

願い致します。�

奈良工業高等専門学校�

奈良高専の�
産学官連携�
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　大学や研究機関の成果を産業界へ還

元し、効果的に活用していくためには、

「産」と「学」及び産学の媒介機能を担

う行政の中でも中心的役割を果たす公

設試験研究機関＝「研」が相互に連携

する仕組みを構築する必要があります。�

　そこで、この産研学連携事業では、

中小企業の皆様にも、大学や公設試験

研究機関と「出会い」「お互いを知る」

ところから「ビジネスチャンスを発見」

し「実用化・製品化に向けた研究開発」

を行うに至るそれぞれの段階における

産研学の連携を促進し、新規事業創造

の可能性（シーズ）の掘り起こしを行

うことを目的としています。�

�

�

�

�

�

�

�

�

　この事業は、奈良県中小企業支援セ

ンターが中心となって、県（工業技術セ

ンター、新産業創造課、産業科学振興室）

と連携して推進しています。�

このように奈良県の中小企業の技術開

発を支援するための「産研学連携事業」

ですが、より一層効果的に事業の遂行

を図るため、平成１５年４月当センター

産業技術グループ内に「産研学連携コー

ディネータ」が設けられました。以下に、

コーディネータが主に担当した産研学

連携事業の活動について紹介します。�

　産研学連携コーディネータは、県内

中小企業の「技術ニーズ」と大学・高

専ならびに奈良県公設試験研究機関の

「技術シーズ」とのマッチングを図り、

奈良県における新しい産業技術の創生

を図るためのサポート役です。�

具体的には、企業からの技術相談を受

け、「研・学」の適任の研究者を紹介し、

当研究者の技術指導や共同研究により

新しい技術開発や製品開発の研究を行っ

て頂く仲介役としての活動、「産」の技

術ニーズの調査活動、「研・学」の技術

シーズ（特許やアイディア）を「産」へ

の活用促進を図る活動、産研学の人的

ネットワークを構築するためのイベン

トの実施活動、産研学連携による特定

分野の研究会の設置活動、公的な研究

調査研究費の獲得の支援活動など、多

岐に渡っています。�

�

◎産業界から見て、有益で、実践的な本

音で出会える場の提供�

◎産業界との交流パートナーとなる学側

の交流窓口の明確化�

◎交流を契機に、新規事業創造に至るよ

うに各段階に対応したメニューの設定�

○産研学連携事業の趣旨・目的�

○産研学連携コーディネータとは�

コンセプト�

奈良県における�

特集�

特集�

1 Special Feature

　産研学連携事業�
―産研学連携コーディネータの活動報告―�

（財）奈良県中小企業支援センターの�

産研学連携�

産研学連携コーディネータ 高橋　晴雄�
（財）奈良県中小企業支援センター　産業技術グループ�

　産研学連携事業�
―産研学連携コーディネータの活動報告―�



04 産研学連携事業と産研学連携コーディネータ�

〒６３０－８０３１  奈良市柏木町１２９－１�
なら産業活性化プラザ３Ｆ�
（財）奈良県中小企業支援センター�
産業技術グループ�
ＴＥＬ：０７４２－３６－８３１３�
ＦＡＸ：０７４２－３６－４００３�

●見学交流会の実施�

　産研学連携では、「産・研・学」のそ

れぞれの立場の方々が、お互いの現場

を知った上で、技術交流を図ることが

大切であり、『さあ見学！産研学』の愛

称で見学交流会を開催しました。�

　「研・学」の見学交流会は、第１回目

は奈良工業高等専門学校（６月１９日）、

第２回目奈良県森林技術センター（１０

月９日）、第３回目奈良先端科学技術

大学院大学（１１月２７日）そして第４回

目近畿大学農学部（２月２６日）を会場

にして４回実施し、研究内容の紹介を

受け、施設・設備の見学をしました。

各回とも８０名以上の参加があり、見学

者には、技術相談したい分野、技術指

導を受けたい研究者、見学の感想など

をアンケートに記入して頂きました。

各見学交流会の終了後には懇親会を開

催し、名刺交換や懇談をして頂き、気

さくな人的ネットワークの構築に役立

てました。�

�

　また、「やまと元気企業」見学交流会

は、「学」の先生方を対象に、一日３社

を巡回訪問して、企業の現場を見学し

ました。�

　第１回目の「やまとの地場産業」見

学交流会（７月２９日）では、シバタ製

針㈱、三笠産業㈱、岡本㈱を、第２回

目の「やまとのハイテク企業」見学交

流会（８月２８日）では、㈱野村工具製

作所、㈱品川工業所、㈱ヒラノテクシー

ドを、第３回目の「やまとの成長企業」

見学交流会（１１月４日）では、大徳食

品㈱、ＧＭＢ㈱、三和ゴム工業㈱を、

それぞれ巡回訪問しました。訪問企業

には、解決したい技術課題やこれから

の技術開発課題をシートに記入して頂

き、見学の先生方に事前にお送りし見

学のポイントにして頂きました。見学

後は、先生方に気づかれた技術的な改

善点や感想をアンケートに書いて頂き

ました。�

�

　各見学交流会のアンケートの集計は、

それぞれの機関にお知らせし、「産・研・

学」の技術交流に役立てて頂くように

しました。これらの見学交流会を通し

て、企業から直接研究者への技術相談

がありました。「産・研・学」の技術交

流が一層深まり、共同研究に発展して

行くことを願っています。�

　�

●コーディネータへの技術相談�

　技術的な相談は、コーディネータも

窓口になっています。相談は、総合相

談窓口からの依頼や直接問い合わせに

よるもの、電話、来室また企業訪問に

よるものなどで、平成１５年４月から

３２件を受けました。この中で、大学や

高専へのコンタクトをアレンジしたも

のが９件あり、共同研究に発展したも

のが４件あります。�

　その他、当支援センターには、「総合

相談窓口」があり、経営支援相談、金

融支援相談、法律相談、デザインマー

ケッティング相談そして技術相談など

を受け付けています。相談は無料です

ので、困ったことがあれば、何なりと

遠慮せずに相談してください。当支援

センターの職員のみではなく、「総合

相談ブレーン」、「登録専門家」そして

「やまと元気企業躍進応援隊（ボラン

ティア）」の支援によって、きっと解決

できる方法が見つかると思います。�

�

□技術的な相談は、コーディネータ�

（ＴＥＬ：０７４２－３６－８３１３）か�

□総合相談窓口�

（ＴＥＬ：０７４２-３６-８３１２）にお申し出く

ださい。皆様からのご相談をお待ちし

ています。�

○これまでの主な活動�

産研学連携�特集�
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　産研学交流の窓口である技術交流室

が設置されて４年が過ぎようとしてい

ますが、各方面のご支援を頂きまして

ようやく軌道に乗ってきたという感が

いたします。技術相談件数も増加して

きましたし、共同研究も今年度はかな

り増えております。今後さらに奈良高

専を気軽に活用して頂くために、本校

における取組みについて紹介させて頂

きます。本稿では、奈良県下企業との

共同研究に焦点をあてて執筆して欲し

いとの依頼がありましたのでその点に

絞ってお話をさせて頂きます。�

特集�1 Special Feature

「技術相談～共同研究開発�
何なりと承ります。」�

奈良高専・技術交流室室長 小畠　耕二�

技術交流風景�

●民間企業と研究を進める奈良高専�



06 まいど！奈良高専です。�

　今年度の共同研究件数は１０件で、

昨年度と比較いたしますと５倍となり

ます。また、研究費総額については昨

年度の６．５倍となりました。研究件数

１０件の内、奈良県下の企業さんとの

共同研究は５件で、研究内容も広い分

野にわたっております。これまで技術

相談や共同研究といえば県外企業が多

かったのですが、ここ１～２年の間に

県内の企業さんから多く声がかかるよ

うになってきました。奈良高専のこと

をようやく認知して頂けるようになっ

てきたかなと嬉しく思っております。

しかし、奈良県下には製造業が３２４０

社もあることを考えますと、この共同

研究の数は全製造業の０．１５％に過ぎず、

もっともっと技術相談を頂ける筈です

し、共同研究を通じて多くの企業さん

との連携を図りたいと思う次第です。

技術的な問題が生じましたらまず電話

を下さい。技術相談の内容をうかがい

適任な教官を紹介させて頂きます。技

術相談は無料です。技術相談だけで問

題が解決しない場合は、受託研究や共

同研究を通じての調査ということにな

りますが、いずれも比較的簡単な手続

きでスタートできます。共同研究とい

うと非常に肩苦しく大層に捉えられが

ちですが、全くそんなことはありませ

ん。ご参考のために今年度の奈良県下

企業との共同研究のテーマを見てみま

すと次のようになります。�

特集�

今後、企業側からの積極的な技術
相談・共同研究へのアプローチが
望まれる�

産研学連携�
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　商品開発を目的としたものもありま

すが生産技術に関するものや試験的な

共同研究も含まれています。これらの

テーマの研究期間は８ヶ月～１年の範

囲に納まっています。共同研究の実施

にあたって気になるところが研究経費

と思いますがテーマによってかなり異

なります。上記の５社の場合の研究費

を見てみますと、５件の内３件が１０

～３０万円で、２件が５０～７０万円の範

囲です。経費が高いか安いかは見方に

よりますが、ほぼ１年間にわたって共

同研究者である教官の知識や知恵を活

用でき、研究に従事する本科生や専攻

科学生のヤングパワーを有効に利用で

き、しかも学校の設備を比較的自由に

使えるということを考えますと超格安

なのではと私は考えております。共同

研究費が１００万円としても、従業員一

人の２～３ヶ月分の給与の範囲だと思

いますが。�

�

　共同研究においては以上のようなメ

リットがありますが、さらに大きな利

点をお話するのを忘れておりました。

それは社員の再教育です。共同研究で

企業の担当者を学校に派遣（定期的）

する場合、技術の再教育を行うことが

出来ますし、研究開発のトレーニング

を受けたことがない社員さんにとって

は研究のアプローチの絶好の勉強の場

となります。上記のＫ社の場合、担当

者の専門は加工学で、トライボロジー

など潤滑理論については全くの素人で

したが随分勉強して頂くことになりま

した。このような例は過去の共同研究

でいくつもあります。化学専門の若い

技術者に、実験装置や試験片の製作を

通じて加工学の勉強をしてもらったこ

とがありますし、電気技術者に金属材

料の変形理論をマスターしてもらった

こともあります。このように共同研究

では課題達成の活動に付随していろい

ろなメリットが生れますので是非ご検

討して頂きたいと思います。�

技術相談～共同研究開発何なりと承ります。�

Ｋ社�

Ｈ社�

Ｉ社�

Ｕ社�

Ｎ社�

「軸受の製造技術の改善」�

「磁気浮上を用いた搬送システムに関する研究」�

「新しい電解質材の開発」�

「非接触形粘度測定器の特性試験」�

「新型トルクコンバータの動作性能に関する研究」�

特集�1 Special Feature

大徳食品㈱の高い製麺技術を学ぶ見学会の様子（写真左右共）�



08 まいど！奈良高専です。�

　技術相談を受けまして共同研究の

体制を組んだ方が良いと判断した場合、

以上のようなお話もさせて頂きますが、

二の足を踏まれる企業さんも現実に

あります。恐らく「投資しても物に

なるのかいな？」と一面的にしか物

を見られないからでしょう。確かに

開発事業には多少のリスクが伴い、

研究開発で１００％目的が達成できると

は限りませんから仕方ないことだと

思います。このような時は十分打ち

合せを行い、その見通しについて検

討することにしております。場合に

よっては、開発の展望を明確にする

ため、共同研究に先駆けて予備的調

査（予備実験）を行うことがありま

す（無償）。この予備的調査を通じて

見通しが得られた段階で共同研究の

契約をなります。このようにフレキ

シブルに対応することも可能ですの

でお気軽にご相談下さればと考えます。�

奈良高専には、機械工学科、電気

工学科、電子制御工学科、情報工

学科および物質化学工学科があり、

５７名の専門教官がおり、かなり

広い専門分野を網羅しております。

近々、研究シーズ集を発行いたし

ますので是非ご一読願えればと思

います。奈良高専技術交流室の連

絡先は下記の通りです。�

国立奈良工業高等専門学校・技術交流室�
〒６３９－１０８０　大和郡山市矢田町２２番地�
ＴＥＬ：０７４３－５５－６１９１　ＦＡＸ：０７４３－５５－６０１９�
E-mail  syomuo@jimu.nara-k.ac.jp

技術相談～共同研究開発何なりと承ります。�

産研学連携�
特集�1 Special Feature

特集�

奈良先端科学技術大学で開かれた産学連携見学交流会�
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＜会社の成り立ち＞�

　駒井和雄社長が昭和４７年２月に創業。

創業前は㈱イトーキの外注先企業に勤

めていた社長だが、その時から既に３

年を目処に独立を視野に入れていたそ

うである。しかし、勤めていた企業が

突然倒産してしまったため、図らずも

その時点での独立を決意、実現するこ

ととなる。幸い、それまでのパイプを

生かして㈱イトーキと直接取引が出来

ることとなった。�

　様々な苦労を乗り越え、創業した初

月の売上は２２万円。しかし社長曰く、

やはり自分の会社で上げた初めての売

上というものは格別の感があったとい

う。�

＜株式会社駒井製作所＞�

　歴史ある葛城の地に居を構える株式

会社駒井製作所（代表取締役社長：駒

井和雄氏）。同社は企業を取り巻く環

境が大きく変化していく今日、「技術的・

創造的に優れていることが企業の生き

残り条件のひとつだ」という信念のも

と、デスク部品加工（プレス板金加工）

を主軸に産研学連携、異業種交流も最

大限に活用し、高付加

価値のリサイ

クル商品開発

を行うなど、

時代・環境の変化に

対応する事業にも積極的

に取り組んでいる。例えば、従来

からの板金加工のほかに大手企業商品

の販売を始めたり、廃ＰＥＴから抽出

した樹脂を再利用した製品の開発を手

掛けたりと、今後とも時代に左右され

ない技術力と時代に追いつくスピーデ

ィーな経営を目指している。�

共同研究事例紹介�

（財）奈良県中小企業支援センター�
経営支援グループ�

木口　朋大�

企 業 紹 介 �
i n t r o d u c t i o n

特集�2
S p e c i a l  F e a t u r e企業紹介�

株
式
会
社
　
駒
井
製
作
所�

㈱駒井製作所入口正面より�

特殊曲げ加工による製作品を手にする駒井社長�

１００％ＰＥＴ樹脂リサイクル材を�
使用して製作したステーショナリー商品�

産研学連携や�
異業種間交流による�
高付加価値商品開発で�
時代の変化にも対応！�



10 企業紹介●株式会社駒井製作所�

S p e c i a l  F e a t u r e企業紹介�

＜転機＞�

　昭和４０年末～５０年代。当時は、ジュ

ニアデスク・事務机の部品加工を主に

手掛けていた。この頃、イトーキのジュ

ニアデスクにはスタンダードタイプと

デラックスタイプの２種類があり、同

社はスタンダードタイプの部品を加工

していた。�

�　それまでの高度経済成長時代の風

潮に乗り、当時はデラックスタイプの

方が（９：１の比率で）非常によく売

れていた。しかし、オイルショックが

起こることで、両者の売上高は逆転。

スタンダードタイプに注文が集中する

ことになった。予め工場設備を増設し

ていた同社が受注の急増に十分対応で

きたこともあって、売上は倍増。これ

が現在の同社の姿に至るまでの一大転

機となった。�

■昭和５０年→６千万円�

■平成元年→６億円�

■昭和６０年→２億円�

■平成１５年→５億５千万円�

株式会社駒井製作所の売上高の推移�

＜社長が心がけていること＞�

創業者として会社を立ち上げ、３０年。

駒井社長が現在、会社経営の上で心が

けていることを聞いてみた。�

「社長自ら会社訪問し、相手の人物を

自分の目で確かめる」�

　今でも社長みずから集金に回るのだ

と言う。そうすることで取引先の雰囲

気・仕事内　容を直接見ることができ

る上、自分の目で見た情報は何よりも

確かである。何より、社長自ら足繁く

動くことで、現場の雰囲気・感覚を把

握できる。�

「顧客ニーズ最優先で商品を開発する」�

　バブル崩壊以前は、作れば売れた時

代であり、主導権はメーカー側。製品

の図面を渡　されると、一方的にその

通りに作らされているような状況だっ

た。しかし、環境が変わ　り現在の商

売は消費者が主導権を握っている時代。

メーカー及び製作者側だけでこだわっ

て、どんなに良い物を作っているつも

りでも、欲しがる消費者がいなければ

売れない時代である。�

　今では、顧客ニーズを探るため、メー

カー側から図面に対する提案を求める

ようになってきた。現在は、メーカー

と密に意見交換を図りながら顧客満足

最優先の商品開発を　心がけている。

しかし、この時に製作者側から消費者

が求めているものを憶測で決めるのは

危険。憶測で判断してしまうと真の消

費者ニーズとは必ず格差ができてしま

う。あくまで、消費者の生の声（アン

ケート等による）を参考にし、商品開

発に取り入れるべきである。�

　同社は時代の変化に対応することに

も最大限の努力を払っている。例えば、

従来製品のほかに、今日の郊外型大型

量販店の増加に合わせ、ストア用の什

器（商品陳列棚など）の加工を始めた。

今では徐々にデスクの部品加工から什

器加工の方へシフトして行ってるとい

う。�

　また、産研学連携や異業種間交流に

非常に積極的に取り組んでいることも

同社の特徴である。取引先でもある異

業種企業と共同で一体型の部品を開発

したり、公設試験場を利用するなど産

研学連携を活用することでＰＥＴから

リサイクル材料となる１００％の樹脂を

取り出す技術を確立し、環境対応型ス

テーショナリー商品を開発したりして

いる。このように市場ニーズに合わせ

た新商品開発への対応にも余念がない。�

＜産研学連携、異業種間交流を活用し、新たな挑戦へ＞�

�

ＮＣ加工により、別注物にも対応している�

環境に配慮したペットボトル再生品�

株式会社　駒井製作所�



Special Feature 11

■編集後記�
　これからの中小企業にとって、独自の高
付加価値商品を研究・開発し、他社にはな
いオンリーワンサービスを提供することの
重要性はよく言われる。ただ、日常経営が
繁忙な中、研究・開発までを自社の力のみ
で実践するには大変な困難が伴うかと思う。
そういった意味で（株）駒井製作所は自社
の力だけでは困難な研究・開発に対し産研
学連携や異業種間交流などをうまく利用し、
新たな挑戦・高付加価値商品の開発を実践
している、と感じた。�

　今回、産研学連携を活用しての

新商品開発の事例を紹介しました。

　これからは多くの県内企業のみな

さまにこの産研学連携事業を活用し

ていただきたく思います。�

まだ産研学連携に取り組まれていな

い企業からはその理由として、「連

携の方法が分からない」、「大学に関

する情報がない」、という声が多く

聞かれます。奈良県中小企業支援セ

ンターではそのような課題に対応す

べく産と学の仲介役を果たしていき

ます。�

●高付加価値商品等の開発�

●アウトソース（大学の研究成果）

を活用して事業化を図りたい�

上記のような要望がありましたら、

是非（財）奈良県中小企業支援セン

ター産業技術グループまでご連絡下

さい。�

　同社は当センターの設備貸与制

度も利用されています。駒井社長

に感想を聞いてみました。�

＜駒井社長の感想ポイント＞�

◎メーカーに対し、現金一括支払で

きるので単価交渉が有利になる。�

◎公的機関からの貸付ということで

取引先に対しても信用力ができる�

◎当社の５年サイクルで行っている

設備投資に、タイミング的にも合う

ので 経常的に利用している。」�

設備投資についてのご相談はこちら�

■本社�

所在地�

ＴＥＬ�

ＦＡＸ�

ＵＲＬ�

Ｅ-ｍａｉｌ�

商　号�

営業品目�

創　業�

会社設立�

資本金�

代表取締役社長�

社　是�

経営理念�

株式会社　駒井製作所�

板金加工等�

昭和47年2月�

昭和61年12月�

1,000万円�

駒井　和雄氏�

和の心�

高品質と技術革新への挑戦�

〒６３９-２１４６�
北葛城郡新庄町中戸159－2�
0745-69-5568�
0745-69-5244�
http://homepage2.nifty.com/komai_/index.html�
LEQ06722@nifty.com

■第2工場�

所在地�

ＴＥＬ�

ＦＡＸ�

〒６３４-０８３１�
橿原市曽我町592－1�
0744-24-0692�
0744-23-7116 

■会社概要：株式会社　駒井製作所�

（財）奈良県中小企業支援センター�
　　産業技術グループ�
　　ＴＥＬ：０７４２-３６-８３１３�
　　ＦＡＸ:０７４２-３６-４００３�

（財）奈良県中小企業支援センター�
　　金融支援グループ�
　　ＴＥＬ：０７４２-３６-８３１１�
　　ＦＡＸ:０７４２-３６-４０１０�

特集�2

産研学連携事業の活用�

支援センターの設備貸与制度の活用�

特殊箱曲げ、その他曲げ加工、溶接加工と組み立て等を製作している�

２４００のシャーリングを設置している�



12 SOHOマッチングシステム登録者募集！！�

　支援センターでは、県内SOHO

事業者と中小企業者またはSOHO

事業者同士の出会いを設け、受発

注取引やネットワーク作りといっ

た幅広い企業間交流の支援を目的

として、Ｈ16年3月に開設する

「SOHOマッチングシステム」の

登録者を募集します。�

■県内に存在するＳＯＨＯ事業者がシ

ステムへ登録し、その登録内容を見

た県内外中小企業などが見積依頼や

仕事の発注を行うことができる。�

■仕事を発注したい企業がシステムへ

登録することで、受注者を募ること

ができる。�

■サイト上に登録者が参加できる掲示

板を設け、コミュニケーションを図

ることができる。�

■新着情報や掲示板に新製品や新サー

ビスなどを発表しアピールできる。�

■ＷＥＢデザイン／ＷＥＢシステム�

■ネットワーク／サーバ運用支援�

■データ入力／事務処理�

■音楽／映像／マルチメディア�

■外国語翻訳／通訳�

■企画／開発 �

■インストラクター／講師�

■ソフトウェア／システム開発�

■ＣＧ製作／各種デザイン�

■ＤＴＰ／ＣＡＤ／印刷�

■ライティング／編集／取材�

■広告／リサーチ／マーケティング�

■ＩＴコーディネーター�

■その他   

〒６３０－８０３１　奈良市柏木町１２９－１　なら産業活性化プラザ３Ｆ�
（財）奈良県中小企業支援センター　経営支援グループ�
ＴＥＬ：０７４２－３６－８３１２　ＦＡＸ：０７４２－３６－４００３�
E-mail：keiei@nashien.or.jp 　ＵＲＬ：http://www.nashien.or.jp/soho.htm

マッチングシステムの内容�

ＳＯＨＯ事業者の例�

受発注のながれ�

〈ＳＯＨＯ事業者が仕事を受けるまで〉� 〈中小企業者が仕事を出すまで〉�

　ここで言うＳＯＨＯは自宅や事務所

においてパソコンなどの情報通信機器

を使って事業を行っている従業員１０

名以下の事業者のことです。�

注）このシステムはあくまで、ＳＯＨＯ事業者や中小企業者のためのコミュニケーションサイトであり、

仕事を斡旋するものではありません。規約の内容をよく確認されてからご登録ください。�

ＳＯＨＯとは？�

マッチングシステム登録者募集！！�
SOHO
マッチングシステム登録者募集！！�
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情報�情報�

県内の小規模企業［従業員２０人以下（商業・サービス業５人以

下）］の創業や経営基盤の強化を図る為、設備の低利での割賦・

リース及び、導入に必要とする資金の貸付を行っています。�

※表示の割賦損料（利息）及びリース料率は、変更する場合がありますので、申込み時に確認してください。�

※従業員２１人以上５０人以下の企業については特認枠があり、下記の条件を全て満たせば対象となります。�

（但し、予算枠に達し次第、締め切らせていただきます）�

①金融機関からの借り入れ総額が３億円以下であること　②直近３期の平均経常利益が３，５００万円以下であること�

③大企業等からの出資額が３分の１未満であること�

（財）奈良県中小企業支援センター�
　　金融支援グループ�
ＴＥＬ：０７４２-３６-８３１１　ＦＡＸ:０７４２-３６-４０１０�

●お申し込み、お問い合わせ先�

制度の内容�

利　率�

連帯保証人�

貸付率� 100％� 1／2以内�

限度額　一般企業� 100万円以上6，000万円以下� 50万円以上4，000万円以下�

2.75％� 無利子�

保証金� 設備額の10％� な　し� な　し�

不動産担保� 場合により必要�

償還期間※１� 7年以内（半年据置）� 3年～7年� 7年以内（1年据置）�

返済方法�
原則として半年賦� 原則として半年賦�毎月均等払い�

約束手形による返済�

個人企業・・・申込み企業外から1名（場合により2名）�

法人企業・・・代表者と申込み企業外から1名（場合により2名）�

設備貸与制度� 設備資金貸付制度�

割　賦� リース� 資金貸付�

期 間 �
3 年 �
4 年 �
5 年 �
6 年 �
7 年 �

リース利率�
3.004％�
2.310％�
1.886％�
1.606％�
1.406％�

設備投資を支援します！�設備投資を支援します！�
設備貸与・設備資金貸付制度のご案内�

【奈良県中小企業支援センターの資金で設備の充実を】�

N E W S

地　域�
必要設備（材料等）� 数　量� 支払条件�

発注条件�
加工内容�発注品目�

奈良県� 話し合い�ＮＣ旋盤加工�自動車部品� ＮＣ旋盤（量産）� 話し合い�

大阪府� 話し合い�縫　製�子供肌着の縫製� 左記に必要な設備� 話し合い�

京都府�
特に、�
Ａ5052ＡＣ�
関係切削加工�

話し合い�液晶、半導体製造�
装置部品加工�

ＮＣ旋盤、ＭＣ、縦、�
横、小物から大物�

多種少量�
生産�

奈良県�
産業機械の電気設計�
及び電気制御盤製作�

電気設計用ＣＡＤ�
ＰＬＣ支援ツール�
制御盤製作�
にかかわる設備一式�

話し合い� 話し合い�

次の発注希望があります。紹介を希望される企業は、
当支援センターまでお申し出ください。�

■紙面の都合で掲載できませんが、上記以外にも受

注の申込（繊維・機械金属・軽作業・組立）がありま

すので、発注のご計画（外注していただく）があれば、

お知らせください。�

◎支援センターの下請（外注）取引あっせんを経由

した取引は、企業それぞれの責任で行ってください。�

◎このニュースは、受・発注アンケート等を参考に

して作成したものです。�

◎下請（外注）取引あっせんの結果については、必ず

支援センター・経営支援グループへ報告くださる

ようお願いします。�

（財）奈良県中小企業支援センター�
　　経営支援グループ�
ＴＥＬ：０７４２-３６-８３１２　ＦＡＸ：０７４２-３６-４００３�

NEWS

発注�
ニュース�
発注�
ニュース�

受・発・注�受・発・注�

ぜひ、一度�
ご相談下さい。�



14 ご案内�

　この度、（財）奈良県中小企業支援センターでは、本センター運営の奈良県企業データベース
http://www.nashien.or.jp/kigyo-db.htmと（社）関西経済連合会運営の関西Ｅビジネスネットワーク
http://www.ebn.kankeiren.or.jp/を連携させました。�

「奈良県企業データーベース」に登録した企業（製造業に限る※）は、�

「関西Ｅビジネスネットワーク」を利用可能となり、主に大企業から出される調達情報

への応募、自社技術の売り込み、発注企業からの企業検索が可能となりました。�

これにより、県内中小企業の出会いの場が広がり、一層のビジネスチャンス拡大が期待

できます。�

※「奈良県企業データベース」は、県内の企業の産・研・学の技術交流や幅広い企業間交流の促進に役立てるために、あらゆる業種を対象と
していますが、「関西Ｅビジネスネットワーク」は、主に製造業の受発注機能を中心としています。そのため、「奈良県企業データベース」に
登録した企業の中で、製造業のみが「関西Ｅビジネスネットワーク」に登録されます。�

「奈良県企業データベース」と�
「関西Ｅビジネスネットワーク」の登録希望者募集！�

@
h t t p : / / w w w . n a s h i e n . o r . j p / k i g y o

h

関西Ｅビジネスネットワークの仕組み�

▲登録は上記ＵＲＬより行えます�



「奈良県企業データベース」と「関西Ｅビジネスネットワーク」の登録希望者募集！�15

　奈良県における新事業、新産業の創出を目指して、産・学・官

の技術交流や幅広い企業間交流の促進にお役立ていただくた

めに構築した、インターネット上で企業情報を登録・検索でき

るデータベースです。�

（財）奈良県中小企業支援センター　経営支援グループ�
ＴＥＬ：０７４２－３６－８３１２　ＦＡＸ:０７４２－３６－４００３�
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◇奈良県企業データベースとは？�
http://www.nashien.or.jp/kigyo-db.htm�

�

　上記のように、「関西Ｅビジネスネットワーク」は関西圏の複数の企業データベースの参加を得て規模を

拡大中です。今回「奈良県企業データベース」がこの連携データベースの一つとなりました。�

　これにより、「奈良県企業データーベース」に登録した企業（製造業に限る）は、自動的に「関西Ｅビジネ

スネットワーク」の利用資格も得られます。�

◇「奈良県企業データベース」と「関西Ｅビジネスネットワーク」の連携とは？�
�

　（社）関西経済連合会が運営する企業間の新たな取引を支援

するための無料マッチングサイトです。「関西Ｅビジネスネッ

トワーク」には、関西圏の１３の企業データベースとの連携によ

り約８万６千社（平成１５年１０月１日時点）が登録されています。�

◇関西Ｅビジネスネットワークとは？�
http://www.ebn.kankeiren.or.jp/

「関西Ｅビジネスネットワーク」はインターネット上で�

（１）主に大企業から出される調達情報に応募することが出来る（２）自社の技術等の売り込みができる�

（３）主に大企業を中心とする発注企業からの企業検索の対象となり引き合いが期待できるという機能を有しています。�

●お問い合わせ先�
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この冊子はエコマーク認定の再生紙および環境調和型大豆インキを使用しています。�

中小企業の創造・新事業への挑戦�

情報発見�
から�

へ�

■編集・発行（財）奈良県中小企業支援センター�
〒630－8031  奈良市柏木町129－1�
なら産業活性化プラザ3F�
http://www.nashien.or.jp�
総務調整グループ�
ＴＥＬ：（0742）36－8310　ＦＡＸ：（0742）36－4010�
金融支援グループ�
ＴＥＬ：（0742）36－8311　ＦＡＸ：（0742）36－4010�
経営支援グループ（総合相談室は1F）�
ＴＥＬ：（0742）36－8312　ＦＡＸ：（0742）36－4003�
産業技術グループ�
ＴＥＬ：（0742）36－8313　ＦＡＸ：（0742）36－4003�
印刷：実業印刷㈱�
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（財）奈良県中小企業支援センターでは、産・研・学の
連携による産業創出を目指して、交流情報や支援情報
等のタイムリーな情報をお届けするために、メールマ
ガジン「産研学わいわいがやがや」の配信サービスを

開始しております。是非、ご登録下さい。�
登録は下記ＨＰから出来ます。�
また、ＦＡＸ、電話（0742-36-8312）からも登録を
受け付けております。�

創業・経営革新をめざすあなたの�

メールマガジン「産研学わいわいがやがや」、登録募集中！�

「元気」�
を応援します。�
�また、ＦＡＸ、メール（keiei@nashien.or.jp）、�

電話（0742-36-8312）からも登録を受け付けております。�
是非、アクセスしてください。�
http://www.nashien.or.jp

金融機関に在籍し、かつ中小企業診断士の資格を
持つ相談員が、より実践的な相談に応じます。�

〒６３０－８０３１　奈良市柏木町129－1 なら産業活性化プラザ3Ｆ�
●経営支援グループ�
TEL：0742-36-8312   FAX：0742-36-4003

■実施日�

■時　間�

毎月第2・4木曜日�

午前9時から午後5時まで�

創業または経営革新を図る企業を
より積極的に支援します。�

「金融相談の日」 
販路の開拓は新規創業者はもちろん、経営革新を
考えておられる既存企業にとっても重要な課題です。�
また、新商品開発等においてデザインは付加価値
を高める要因となる必要不可欠なものです。�

■実施日�

■時　間�

■場　所�

毎週火曜日�

午前9時から午後5時まで�

なら産業活性化プラザ1F 東�
奈良県中小企業支援センター総合相談窓口�

「　　　  相談の日」 マーケティング�
デザイン�

■産業活性化プラザ相談窓口事業�

問い合わせ先�（財）奈良県中小企業支援センター�


